
 

 

宮城県サテライトオフィス進出支援金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 県は，本県への新たな人の流れをつくることを通じた地方創生の推進を図るため，地方創生テ

レワーク交付金を活用し，「宮城県サテライトオフィス整備支援補助金」により整備した施設（以下

「施設」という。）に入居した企業又は団体（以下「企業等」という。）に対し，予算の範囲内におい

て宮城県サテライトオフィス進出支援金（以下「支援金」という。）を交付するものとし，その交付

等に関しては，補助金等交付規則（昭和５１年宮城県規則第３６号。以下「規則」という。）に定め

るもののほか，この要綱の定めるところによる。 

 

 （対象者） 

第２条 支援金の交付対象となる者は，次の各号全てを満たす者とする。 

（１）宮城県サテライトオフィス整備支援補助金により整備した施設を利用する，当該施設の所在市

町村区域内に本社，支社，営業所，工場その他これらに類するものを設置していない企業等であ

ること。 

（２）官公庁等（第三セクターのうち，出資金が１０億円未満の法人又は地方公共団体から補助を受

けている法人を除く。）でないこと。  

（３）風俗営業等の規則及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）に定める風

俗営業者でないこと。 

（４）政治団体でないこと。 

（５）宗教上の組織又は団体でないこと。 

（６）暴力団排除条例（平成２２年宮城県条例第６７号）に規定する暴力団又は暴力団員等でないこ

と。 

（７）県税に未納がないこと。 

（８）交付申請の日から５年以上，当該施設を継続して利用すること。 

２ 知事は，前項第６号に規定する暴力団又は暴力団員等に関する事項について，県警本部長宛て照会

することができる。 

 

 （進出支援金額） 

第３条 支援金の額は１企業等につき１００万円とし，１回限りの交付とする。 

 

 （交付の申請） 

第４条 規則第３条第１項の規定による支援金交付申請書の様式は，様式第１号（宮城県サテライトオ

フィス進出支援金交付申請書）によるものとし，次に掲げる書類を添えて，知事に申請しなければな

らない。 

（１）サテライトオフィス利用計画書（別紙様式） 

（２）宮城県サテライトオフィス整備支援補助金により整備されたサテライトオフィス等を利用する

ことが分かる契約書等  

（３）法人の登記事項証明書 



 

 

（４）暴力団排除に関する誓約書（参考様式１） 

（５）継続利用等に関する誓約書（参考様式２） 

（６）宮城県の県税納税証明書（１月以内のもの） 

（７）前６号に掲げるもののほか，第２条に規定する対象者の要件を満たすことを証する書類その他

知事が必要と認める書類。 

２ 支援金の交付申請書の提出期限は，契約期間若しくは使用期間の開始日から起算して３０日を経過

した日（その日が土，日，祝日の場合は，その前日）又は契約期間若しくは使用期間の開始日が属す

る県の会計年度の３月８日のいずれか早い日までとする。 

 

 （交付の条件） 

第５条 規則第５条の規定により付する条件は，次の各号のとおりとする。 

 （１）施設の利用を中止し，又は廃止する場合は，事前に様式第２号により知事の承認を受けること。 

 （２）知事は，第１号の承認をする場合において，必要に応じて交付決定の全部又は一部を取り消し，

又は変更することができる。 

 

 （交付決定及び額の確定） 

第６条 知事は，第４条の申請書の提出があったときは，その内容を審査し，支援金を交付することが

適当と認める場合は，申請者に通知するものとする。 

２ 知事は，前項の規定による審査の結果，支援金を交付することを不適当と認めるとき又は予算上の

理由等により支援金を交付することができないときは，書面により申請者に通知するものとする。 

３ 規則第１２条の規定による実績報告については，規則第３条の規定による申請書の提出により当該

支援金の実績報告があったものとみなし，規則第１３条に規定する額の確定については，第１項の規

定による交付決定により支援金の額の確定があったものとみなす。 

 

 （支援金の交付方法） 

第７条 支援金は，規則第１３条に規定する支援金の額の確定後に交付するものとする。 

 

 （実施状況の確認） 

第８条 知事は，支援金の交付を受けた者の施設の利用状況の確認のため，必要があると認めるときは，

交付対象者に対して調査を行うことができる。 

 

 （返還請求） 

第９条 支援金の交付を受けた者は，次の各号に掲げる場合のいずれかに該当する場合は，規則第８条

の規定に基づき，当該各号に定める交付を受けた支援金の額を返還しなければならない。ただし，企

業等の倒産，災害等知事がやむを得ない事情があると認めたときは，この限りではない。 

（１）提出した書類に偽りその他不正がある場合又は施設の利用実態がないことが明らかになった場

合 全額 

（２）交付申請日から３年未満の利用の場合 全額  

（３）交付申請日から３年以上５年以内の利用の場合 半額 



 

 

（４）支援金の交付の決定を取り消された場合 全額 

（５）前各号に掲げる場合のほか，知事が交付した支援金を返還させることが適当と認める場合 

   知事がその都度定める額 

２ 支援金の交付を受けた者は，前項の規定により支援金の返還を命じられたときは，当該命令の   

なされた日から１５日以内に納付しなければならない。 

３ 知事は，支援金の交付を受けた者が支援金の返還を命じられ，前項に規定する期限内に納付しない

場合には，未納に係る金額に対して，その未納に係る期間に応じて年１０．９５％の割合で計算した

延滞金を徴するものとする。 

 

（提出部数） 

第１０条 この要綱により知事に提出する書類の提出部数は，それぞれ１部とする。 

 

 （証拠書類の保存） 

第１１条 交付対象者は，交付申請に係る証拠書類を整理し，支援金の交付を受けた年度の翌年度から

５年間保存しなければならない。 

 

（その他） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか，支援金の交付に関し必要な事項は，別に定める。 

 

   附 則 

１ この要綱は，令和３年７月２１日から施行し，令和３年度予算に係る支援金に適用する。 

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該支援金に係る予算が成立した場合に，当該支援金

にも適用するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

様式第１号（第４条関係） 

 

宮城県サテライトオフィス進出支援金交付申請書 

 

年  月  日 

 

 

 宮城県知事      殿 

 

 

住 所 

                         （法人の主たる事業所の所在地） 

氏 名                印 

                         （法人の名称及び代表者の氏名） 

                        電話番号 

                        担当者職氏名 

 

 

     年度において，補助金等交付規則第３条の規定により，宮城県サテライトオフィス進出支援

金を交付されるよう関係書類を添えて下記のとおり申請します。 

 

記 

１ 支援金交付申請額  金  １，０００千円 

 

２ 添付書類       

 （１）サテライトオフィス利用計画書（別紙様式） 

 （２）宮城県サテライトオフィス整備支援補助金により整備されたサテライトオフィス等を利用する

ことが分かる契約書等 

 （３）法人の登記事項証明書 

 （４）暴力団排除に関する誓約書（参考様式１） 

（５）継続利用等に関する誓約書（参考様式２） 

 （６）宮城県の県税納税証明書（１月以内のもの） 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

（別紙様式） 

サテライトオフィス利用計画書 

【事業者の概要】 

名称  

所在地  

業種・事業内容  

 

【サテライトオフィス利用計画】 

 №１ №２ 

利用人数   

所属（部・課名等）   

職名   

利用施設名   

利用施設住所   

利用施設での主な業務内容   

利用施設利用期間 

（始期～終期） 
  

※ 部・課名単位で記入し，記入欄が不足する場合は，必要事項を別紙に整理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

様式第２号（第５条関係） 

 

宮城県サテライトオフィス進出支援金 

中止（廃止）承認申請書 

 

年  月  日 

 

 

 宮城県知事      殿 

 

 

住 所 

                         （法人の主たる事業所の所在地） 

氏 名                印 

                         （法人の名称及び代表者の氏名） 

                        電話番号 

                        担当者職氏名 

 

 

    年  月  日付け宮城県  指令第  号で支援金の交付決定のありました宮城県サテラ

イトオフィス進出支援金について，下記のとおり中止（廃止）したいので，関係書類を添えて承認を申

請します。 

 

記 

１ 中止（廃止）予定年月日      年  月  日 

 

２ 中止（廃止）の理由 

 

３ 利用再開予定時期（中止の場合のみ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

（参考様式１） 

誓 約 書 

 

 当社は，下記１及び２のいずれにも該当せず，将来においても該当しないことを誓約します。 

この誓約が虚偽であり，又はこの誓約に反したことにより，当方が不利益を被ることとなっても，異

議は一切申し立てません。 

 

記 

１ 補助事業者として不適当な者 

 （１）暴力団１又は暴力団員等２であるとき 

 （２）事業者３の役員等４が自己，自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって，暴力団又は暴力団員等を利用するなどしているとき 

 （３）事業者の役員等が，暴力団又は暴力団員等に対して，資金等を供給し，又は便宜を供与するな

ど直接的あるいは積極的に暴力団の維持，運営に協力し，若しくは関与しているとき 

 （４）事業者の役員等が，暴力団又は暴力団員等であることを知りながらこれを不当に利用するなど

しているとき 

 （５）事業者の役員等が，暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

  1) 暴力団排除条例（平成 22 年宮城県条例第 67 号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。 

  2) 同条例第２条第４号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。 

  3) 同条例第２条第７号に規定する事業者をいう。以下同じ。 

  4) 個人である場合はその者，法人その他の団体である場合は役員５をいう。以下同じ。 

  5) 業務を執行する社員，取締役，執行役又はこれらに準ずる者をいい，相談役，顧問，その他いかなる名称を有す

る者であるかを問わず，当該団体に対し業務を執行する社員，取締役，執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の

支配力を有するものと認められる者を含む。 

 

２ 補助事業者の相手方として不適当な行為をする者 

 （１）暴力的な要求行為を行う者 

 （２）法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者 

 （３）取引に関して脅迫的な言動をし，又は暴力を用いる行為を行う者 

 （４）偽計又は威力を用いて補助事業を担当する県職員等の業務を妨害する行為を行う者 

 （５）その他前各号に準ずる行為を行う者 

 

 宮城県知事        殿 

    年   月   日 

 

住所（法人の主たる事業所所在地） 

 

氏名（法人の名称及び代表者の氏名）                 印 

※ 添付書類：役員等氏名一覧表（法人申請の場合。既存資料（名称は問わない）による代用可。） 



 

 

（参考様式２） 

 

誓 約 書 

 

年  月  日 

 

 

 宮城県知事      殿 

 

 

 

 

 宮城県サテライトオフィス進出支援金交付要綱（以下「要綱」という。）第４条の規定に基づく申請

にあたり，下記のことを誓約します。 

 

記 

１ 要綱第２条第１項の各号いずれにも該当します。 

２ 交付申請の日から５年以上，要綱第１条に規定する施設に継続して入居します。 

３ 要綱第９条第１項の各号いずれかに該当した場合，返還命令に応じます。 

４ 利用状況等，県が行う調査に協力します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住 所 

                         （法人の主たる事業所所在地） 

氏 名                印 

                         （法人の名称及び代表者の氏名） 

                        電話番号 

                        担当者職氏名 


